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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成19年６月22日に提出した第88期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）有価証券報告書の記載事項の

一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第２ 事業の状況 

７ 財政状態及び経営成績の分析 

(4）流動性と資金調達の源泉 

 ⑥キャッシュ・フロー 

  

第４ 提出会社の状況 

５ 役員の状況 

  

６ コーポレート・ガバナンスの状況 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿線で示しております。 

第一部【企業情報】  

 第２【事業の状況】 

 ７【財政状態及び経営成績の分析】 

(4）流動性と資金調達の源泉 

⑥キャッシュ・フロー 

（訂正前） 

 （前文省略） 

・売却可能有価証券、満期まで保有する負債証券、その他の投資の取得に2,368億円を支出し、これらの売却による

収入2,276億円との差額では92億円の支出となりました。負債証券に係る支出及び収入には、当社及び金融子会社

における資金運用目的の取得841億円、売却及び償還1,250億円が含まれます。そのほかの主な支出は以下のとおり

です。 

- 人材総合サービス及び情報サービスの株式会社リクルートの株式取得270億円 （ライフスタイル・コンシューマ

ーサービス・情報産業） 

- すかいらーく株式関連の投資ファンドへの出資100億円（ライフスタイル・コンシューマーサービス・情報産

業） 

 （途中省略） 

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度との比較では1,800億円の資金調達増加と

なりました。主な要因は前連結会計年度において、2,038億円(税前 新株発行費用控除後)の第三者割当増資がありま

したが、これを上回って当連結会計年度は短期及び長期債務による調達が増加しました。当連結会計年度の資金調達

状況については、前述の②資金調達手段の項を参照願います。 

（訂正後） 

 （前文省略） 

・売却可能有価証券、満期まで保有する負債証券、その他の投資の取得に2,368億円を支出し、これらの売却による

収入2,276億円との差額では92億円の支出となりました。負債証券に係る支出及び収入には、当社及び金融子会社

における資金運用目的の取得841億円、売却及び償還1,250億円が含まれます。そのほかの主な支出は以下のとおり

です。 

- 人材総合サービス及び情報サービスの株式会社リクルートの株式取得270億円 （ライフスタイル・コンシューマ

ーサービス・情報産業） 

- すかいらーく株式関連の投資ファンドへの出資100億円（物流・金融市場） 

 （途中省略） 

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度との比較では1,800億円の資金調達増加と



なりました。主な要因は前連結会計年度において、2,038億円(税前 新株発行費用控除後)の公募増資及び第三者割当

増資がありましたが、これを上回って当連結会計年度は短期及び長期債務による調達が増加しました。当連結会計年

度の資金調達状況については、前述の②資金調達手段の項を参照願います。 

  

 第４【提出会社の状況】 

 ５【役員の状況】 

（訂正前） 

（前段省略） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（千株）

常勤監査役    近藤 祐 昭和17年８月12日生 

昭和40年４月 当社入社 

平成６年12月 当社関西支社財務部長 

平成７年７月 当社関西支社経理部長 

平成８年６月 当社取締役、財務部長 

平成10年５月 当社取締役、参与 

同  年６月 当社代表取締役、常務取締役 

平成13年12月 当社代表取締役、常務取締役、

業態変革本部副本部長 

平成14年４月 当社代表取締役、専務執行役

員、CFO（財経・リスクマネジメ

ント部門長）  

平成16年４月 当社代表取締役、副社長執行役

員、CFO  

平成17年４月 当社代表取締役  

平成17年６月 現職に就任 

(注）2 12 

常勤監査役   三浦 悟 昭和22年3月2日生 

昭和45年４月 当社入社 

平成10年５月 カナダ三井物産㈱社長 

平成13年４月 当社鉄鋼製品本部長 

同  年６月 当社取締役、鉄鋼製品本部長 

平成14年４月 当社取締役、上席執行役員、金

属グループ鉄鋼製品本部長 

平成16年４月 当社常務執行役員、鉄鋼製品本

部長 

平成17年４月 当社常務執行役員、中部支社長 

平成19年４月 現職に就任 

(注）3 0 

常勤監査役   村上 元則 昭和23年11月19日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成12年６月 当社経理部長 

平成15年４月 当社執行役員、経理部長 

平成18年４月 当社常務執行役員、コーポレー

ト部門担当役員補佐兼CFO補佐 

平成19年６月 現職に就任  

(注）3 21 

監査役   松方 康 昭和８年３月27日生 

昭和30年４月 大正海上火災保険㈱入社 

昭和59年７月 同社取締役、総合企画部長 

昭和60年７月 同社常務取締役、総合企画部長 

昭和63年６月 同社専務取締役 

平成２年１月 同社取締役副社長 

同  年６月 同社取締役社長 

平成８年４月 三井海上火災保険㈱代表取締役 

同  年６月 現職に就任 

(注）2 0 

監査役   岡村 泰孝 昭和４年６月13日生 

昭和28年４月 司法修習生 

昭和30年４月 大阪地方検察庁検事などを経て 

昭和55年６月 東京地方検察庁特別捜査部長 

昭和56年12月 那覇地方検察庁検事正などを 

経て 

昭和59年11月 法務大臣官房長 

昭和60年12月 法務省刑事局長 

昭和63年６月 法務事務次官 

平成２年６月 次長検事 

平成３年12月 東京高等検察庁検事長 

平成４年５月 検事総長 

平成６年２月 弁護士 第一東京弁護士会所属 

(注）3 6 



（訂正後） 

 （前段省略） 

同  年６月 ㈱さくら銀行監査役 

平成８年４月 (財)国際民商事法センター 

理事長 

平成９年５月 学校法人東京歯科大学監事 

同  年６月 トヨタ自動車㈱監査役 

平成10年４月 学校法人トヨタ学園監事 

平成14年８月 当社顧問 

平成15年６月 現職に就任 

監査役     門脇 英晴 昭和19年６月20日生 

昭和43年４月 ㈱三井銀行入行  

平成５年５月 ㈱さくら銀行日本橋営業部日本橋

営業第二部長  

平成７年12月 同行審査第二部 審議役  

平成８年６月 同行取締役、審査第二部長兼 

審議役  

平成９年６月 同行取締役、融資企画部長  

平成10年４月 同行常務取締役  

平成12年４月 同行専務取締役兼専務執行役員、

国際企業ディビジョンカンパニー

プレジデント  

平成13年４月 ㈱三井住友銀行専務取締役兼専務

執行役員  

平成14年12月 ㈱三井住友フィナンシャルグルー

プ専務取締役、リスク統括部、 

監査部担当役員 

平成16年６月 ㈱日本総合研究所 理事長  

平成16年６月 現職に就任  

(注）4 0 

監査役    中村 直人 昭和35年１月25日生 

昭和60年４月 第二東京弁護士会登録 

森綜合法律事務所所属 

平成10年４月 日比谷パーク法律事務所開設 

パートナー  

平成15年２月  中村直人法律事務所（現中村・

角田・松本法律事務所）開設 

パートナー  

同  年３月  アサヒビール㈱監査役 

平成16年６月  エーザイ㈱取締役  

平成18年６月  現職に就任  

(注）5 0 

        計   255 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（千株）

常勤監査役    近藤 祐 昭和17年８月12日生 

昭和40年４月 当社入社 

平成６年12月 当社関西支社財務部長 

平成７年７月 当社関西支社経理部長 

平成８年６月 当社取締役、財務部長 

平成10年５月 当社取締役、参与 

同  年６月 当社代表取締役、常務取締役 

平成13年12月 当社代表取締役、常務取締役、

業態変革本部副本部長 

平成14年４月 当社代表取締役、専務執行役

員、CFO（財経・リスクマネジメ

ント部門長）  

平成16年４月 当社代表取締役、副社長執行役

員、CFO  

平成17年４月 当社代表取締役  

平成17年６月 現職に就任 

(注）2 23 

常勤監査役   三浦 悟 昭和22年3月2日生 

昭和45年４月 当社入社 

平成10年５月 カナダ三井物産㈱社長 

平成13年４月 当社鉄鋼製品本部長 

同  年６月 当社取締役、鉄鋼製品本部長 

平成14年４月 当社取締役、上席執行役員、金

(注）3 12 



属グループ鉄鋼製品本部長 

平成16年４月 当社常務執行役員、鉄鋼製品本

部長 

平成17年４月 当社常務執行役員、中部支社長 

平成19年４月 現職に就任 

常勤監査役   村上 元則 昭和23年11月19日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成12年６月 当社経理部長 

平成15年４月 当社執行役員、経理部長 

平成18年４月 当社常務執行役員、コーポレー

ト部門担当役員補佐兼CFO補佐 

平成19年６月 現職に就任  

(注）3 20 

監査役   松方 康 昭和８年３月27日生 

昭和30年４月 大正海上火災保険㈱入社 

昭和59年７月 同社取締役、総合企画部長 

昭和60年７月 同社常務取締役、総合企画部長 

昭和63年６月 同社専務取締役 

平成２年１月 同社取締役副社長 

同  年６月 同社取締役社長 

平成８年４月 三井海上火災保険㈱代表取締役 

同  年６月 現職に就任 

(注）2 15 

監査役   岡村 泰孝 昭和４年６月13日生 

昭和28年４月 司法修習生 

昭和30年４月 大阪地方検察庁検事などを経て 

昭和55年６月 東京地方検察庁特別捜査部長 

昭和56年12月 那覇地方検察庁検事正などを 

経て 

昭和59年11月 法務大臣官房長 

昭和60年12月 法務省刑事局長 

昭和63年６月 法務事務次官 

平成２年６月 次長検事 

平成３年12月 東京高等検察庁検事長 

平成４年５月 検事総長 

平成６年２月 弁護士 第一東京弁護士会所属 

同  年６月 ㈱さくら銀行監査役 

平成８年４月 (財)国際民商事法センター 

理事長 

平成９年５月 学校法人東京歯科大学監事 

同  年６月 トヨタ自動車㈱監査役 

平成10年４月 学校法人トヨタ学園監事 

平成14年８月 当社顧問 

平成15年６月 現職に就任 

(注）3 6 

監査役     門脇 英晴 昭和19年６月20日生 

昭和43年４月 ㈱三井銀行入行  

平成５年５月 ㈱さくら銀行日本橋営業部日本橋

営業第二部長  

平成７年12月 同行審査第二部 審議役  

平成８年６月 同行取締役、審査第二部長兼 

審議役  

平成９年６月 同行取締役、融資企画部長  

平成10年４月 同行常務取締役  

平成12年４月 同行専務取締役兼専務執行役員、

国際企業ディビジョンカンパニー

プレジデント  

平成13年４月 ㈱三井住友銀行専務取締役兼専務

執行役員  

平成14年12月 ㈱三井住友フィナンシャルグルー

プ専務取締役、リスク統括部、 

監査部担当役員 

平成16年６月 ㈱日本総合研究所 理事長  

平成16年６月 現職に就任  

(注）4 4 

監査役    中村 直人 昭和35年１月25日生 

昭和60年４月 第二東京弁護士会登録 

森綜合法律事務所所属 

平成10年４月 日比谷パーク法律事務所開設 

パートナー  

平成15年２月  中村直人法律事務所（現中村・

角田・松本法律事務所）開設 

パートナー  

同  年３月  アサヒビール㈱監査役 

(注）5 0 



  

 ６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（追加） 

(7）その他当社定款規定について 

①取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主の出席を要する旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によらない旨も定款に定め

ております。 

②自己の株式の取得の決定機関 

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能にするため、取締役会の決議をもって自己の株式を市場取引等により

取得することができる旨を定款に定めております。 

③株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の円滑な運営を行なうため、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行

使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって

決する旨を定款に定めております。 

平成16年６月  エーザイ㈱取締役  

平成18年６月  現職に就任  

        計   296 
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